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はじめに 

 

◆新地方公会計制度とは 

 地方公共団体は、現金の動きを中心とする「現金主義」を特徴とした会計制度を採用し

ています。現金の動きがわかりやすい反面、これまで整備してきた公共施設などの資産や

借金（町債）の状況、行政サービスに伴う費用（コスト）や収益（手数料・利用料）が分

かりにくいという欠点があります。 

 国は平成 18 年に「地方行革新指針」で地方公共団体に対し、「自治体の財政状況を長期

的に把握するため企業会計的手法に基づく連結ベースの財務４表（貸借対照表、行政コス

ト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）を平成 21年秋を目途に公表すること」と

示しました。 

 津南町では、これまで総務省の示した基準（旧総務省方式）に基づきバランスシートを

作成してきましたが、平成 20年度決算からは、新たに総務省が示した財務諸表のモデルか

ら、「総務省方式改訂モデル」を用いて財務４表を作成しています。 

 

●作成基準 

 ①基礎データ 

   総務省調査の「地方財政状況調査」（決算統計）及び「歳入歳出決算書」等 

  ②作成基準日等 

  ・貸借対照表・・・作成基準日 平成 22年 3月 31日（平成 21年度末） 

  ・行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書 

           作成対象期間 平成 21年 4月 1日から平成 22年 3月 31日まで 

   なお、出納整理期間（平成 22 年 4 月 1 日から平成 22 年 5 月 31 日）における出納

（入金・支払）については、作成基準日及び対象期間までに出納処理が終了したもの

として取り扱っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



普通会計財務４表 

 

１ 貸借対照表とは 

 津南町が保有している土地や建物などの財産（資産）の合計と、その財産を築くための

財源（自己資金や借入金、国・県支出金など）の合計を、年度末時点で左右に並べ比較し

た表です。これにより現在までに整備された資産の財源構成のうち、将来返済しなければ

ならない負債と、返済を要しない純資産を把握することができます。 

 表の構成は、左が資産（借方）、右が負債・純資産（貸方）となっており、左右の合計が

一致してバランスがとれていることから「バランスシート」とも呼ばれています。 

 

 貸借対照表の構成 

借方（資産） 貸方（財源） 

［資産］ 

 これまでに取得した資産 

 （土地、建物、基金、現金等） 

［負債］ 

 将来の世代が負担するもの 

 （地方債、退職手当引当金等） 

［純資産］ 

 これまでの世代が負担したもの 

 （国県支出金、一般財源等） 

 

用語の解説 

●資産の部 

  一会計年度を越えて地方公共団体の経営資源として用いられると見込まれるもの。 

 ○有形固定資産 

  これまでに取得した土地、整備した道路、橋りょう、学校などのことで目的別に分類

してあります。総務省方式改訂モデルでは、予算科目により次の「科目対応表」のとお

り分類しています。 

科目対応表 

有形固定資産 予算科目 

① 生活インフラ・国土保全 土木費 

② 教育 教育費 

③ 福祉 民生費 

④ 環境衛生 衛生費 

⑤ 産業振興 労働費、農林水産業費、商工費 

⑥ 消防 消防費 

⑦ 総務 総務費、その他 



 ○投資等 

  ・投資及び出資金 

    財団法人、第三セクター等への出資・出えん金や有価証券などが含まれます。 

  ・貸付金 

    金融機関への預託金などの貸付金元金部分です。 

  ・基金等 

    流動性の高い「財政調整基金」「減債基金」以外の基金です。 

    「その他特定目的基金」・・特定の目的達成のために積み立てている基金で、地域

経済活性化基金等があります。 

    「その他定額運用基金」・・育英基金などがあります。 

  ・長期延滞債権 

    調定はしたものの、収入されなかったもの（収入未済額といいます）のうち、前

年度以前に調定したものを計上しています。 

 

 ○流動資産 

  ・財政調整基金 

    財源の不均衡を調整したり、急激な税の落ち込みや災害などに備えるために積み

立てた基金です。 

  ・減債基金 

    地方債の償還の財源に充てるために積み立てた基金です。 

  ・歳計現金 

    会計年度末日現在、前年度繰越分を差し引いた当年度末の収入総額から支出総額

を差し引いた残りの現金のことをいいます。 

  ・未収金 

    町税や分担金・負担金など今年度に調定したものの、収入されなかったものを計

上しています。 

 

●負債の部 

 将来において、支払いや返済義務を有するもので、固定負債と流動負債に区分されます。 

 ○固定負債 

  作成基準日の翌日から１年を超える日以降に、支払期限が到来するもの。 

  ・地方債 

    施設や道路などの社会資本の整備のために借り入れた資金です。この項目では基

準日現在の借入総額から、翌年度償還予定額（元金のみ）を差し引いたものを計上

しています。 

 



  ・長期未払金 

    債務負担行為による債務が残っているが、既に物件の引き渡しを受けており、以

後の債務の額が確定しているものをいいます。 

  ・退職手当引当金 

    年度末に普通会計業務に従事している職員全員が、自己都合退職したことを想定

し、それに要する費用の総額です。 

 

 ○流動負債 

  作成基準日の翌日から１年以内の日に、支払期限が到来するもの。 

  ・翌年度償還予定地方債 

    １年以内に償還期限が到来する地方債の元金償還額の合計をいいます。 

  ・未払金 

    １年以内に支払期限が到来する費用のことをいいます。 

  ・賞与引当金 

    翌年度の６月に支払う予定の賞与のうち、今年度負担相当額のことをいいます。

（翌年度６月支給の賞与は、12 月 1 日から 5 月 31 日までの労働の対価として支払

われるため、貸借対照表の基準日である年度末現在では、年度末（3 月 31 日）まで

の期間（4ヶ月分）は支払義務が生じた労働の対価として、引当金で計上します。） 

 

  ※引当金とは… 

   企業会計は、発生主義が原則です。特に「退職手当」や「賞与」は金額が大きいた

め、支給日に一括計上するのではなく、基準日時点で支払いが見込まれる金額を負

債である「引当金」として計上することで、将来の負担する予定の金額を表してい

ます。 

  

●純資産の部 

 資産形成財源のうち、負債以外のもので、「公共資産等整備国県補助金等」、「公共

資産等整備一般財源等」、「その他一般財源等」及び「資産評価差額」に分けて表示

しています。 

 ○公共資産等整備国県補助金等 

    住民サービスを提供するための財産（資産）を取得する際に投入された財源のう

ち、国及び県から受けた補助金等を計上しています。減価償却分は毎年控除されて

います。 

 ○公共資産等整備一般財源等 

    住民サービスを提供するための財産（資産）を取得する際に投入された財源のう

ち、国及び県から受けた補助金と普通建設事業にかかる地方債借入分を除いた額が



計上されます。すなわち、財産を取得する際に投じられた一般財源が計上されてい

ることになります。減価償却分は毎年控除されています。 

 ○その他一般財源等 

    純資産のうち、「公共資産等整備国県補助金等」、「公共資産等整備一般財源等」及

び「資産評価差額」を差し引いたものを計上しています。 

 

  ※「その他一般財源等」がマイナスとなっている理由 

    純資産の部は財源の構成を表しています。自由に使える財源であるはずの「その

他一般財源等」がマイナスであることは、将来の支払いのために将来の財源の使

いみちが既に決められていることを表しています。多くの地方公共団体で「その

他一般財源等」はマイナスとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 行政コスト計算書とは 

    施設整備以外の行政サービスにどれだけの費用（コスト）がかかったかを計算し

たものを行政コスト計算書といいます。 

    行政コスト計算書はコスト（費用－収益）を計算します。性質別・目的別の二つ

の視点から表わされています。 

   「人的支出」、「物的支出」、「対外的支出」、「その他の支出」という性質別経費に分

け、そこからさらに目的別経費に分類されています。 

 

    官庁会計の場合、歳入歳出決算書では、資産形成に関わる支出も単年度の行政サ

ービスに関わる支出も、すべてその年度の歳入歳出として計算していますが、新地

方公会計制度では、普通建設事業費や地方債償還などの支出は資産の増加や減少で

あり、費用の発生ではないので、行政コスト計算書には計上されません。 

   一方、歳入歳出計算書では計上されない減価償却費や退職手当引当金繰入額等は、

新地方公会計制度では費用の発生とみなして、行政コスト計算書に反映されます。 

 

 用語の解説 

項目 内容 

経 

常 

行

政 

コ

ス

ト 

人件費 給与費等から退職手当や前年度賞与引当金計上額を除

いた金額 

退職手当引当金繰入等 退職手当及び当該年度に引当金として新たに繰り入れ

た額 

賞与引当金繰入額 当該年度の貸借対照表に計上した賞与引当金の額 

物件費 旅費、燃料費、光熱水費、委託料などの経費 

維持補修費 施設などの維持修繕に要した経費 

減価償却費 有形固定資産を所定の耐用年数により減少させた価値

相当額を費用化したもの 

社会保障給付 児童手当等の給付や生活保護に要した経費 

補助金等 一部事務組合や各種団体に対する補助金など 

他会計等への支出額 特別会計など他会計に対する繰出金など 

他団体への公共資産整備

補助金等 

他団体等への補助金等などのうち投資的経費に係るも

の（町の所有とならない資産の形成に係るもの） 

支払利息 地方債及び一時借入金の利子支払額 

回収不能見込計上額 町税や使用料などのうち回収不能見込額として新たに

貸借対照表に計上した金額及び当該年度の不能欠損額 

その他行政コスト 上記以外の経常的な行政コストや長期未払金、未払金

として新たに貸借対照表に計上した金額 



経

常 

収

益 

使用料・手数料、 

分担金・負担金・寄附

金 

直接の受益者負担分である「使用料・手数料」、 

「分担金・負担金・寄附金」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 純資産変動計算書とは 

    貸借対照表の「純資産」について、会計年度中にどのような増減があったかを表

す計算書です。どのような要因や財源で増減したのかを明らかにしています。 

    新地方公会計制度によって新たに作成する財務書類です。 

 用語の解説 

項目 内容 

期首純資産残高 前年度貸借対照表の純資産と一致 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

純経常行政コスト 行政コスト計算書の純経常行政コスト 

一

般

財

源 

地方税 町税の当該年度収入額及び未収金、長期延滞債権で当

該年度と前年度の差額を計上 

地方交付税 普通交付税及び特別交付税 

その他行政コスト

充当財源 

地方譲与税、利子割交付金など各種交付金、財産収入、

繰入金、諸収入の決算額等 

補助金等受入 国庫支出金及び県支出金 

臨

時

損

益 

災害復旧事業費 当該年度の決算額 

公共資産除売却損

益 

除却した公共資産の帳簿価額、又は売却した公共資産

の帳簿価額と売却価額の差額 

投資損失 投資及び出資金の時価又は実質価額が取得原価に比

べ、30％以上下落した場合の当該下落額 

損失補償等引当金繰

入等 

損失補償等引当金に繰り入れた額 

科

目

振

替 

公共資産整備への

財源投入 

公共資産を整備するために充てた財源（国・県支出金

及び地方債を除く）の変動 

公共資産処分によ

る財源増 

公共資産等を売却などしたため、公共資産に投下され

ていた資金の変動 

貸付金・出資金等

への財源投入 

投資及び出資金の取得、貸付金の貸付、基金の積立等

に充てた財源の変動 

貸付金・出資金等の回

収等による財源増 

投資及び出資金の処分、貸付金の回収、基金の取崩等

による財源の変動 

 減価償却による財

源増 

減価償却により、公共資産等整備の財源からその他一

般財源に振り替えた額 

地方債償還等に伴

う財源振替 

地方債元金償還額に充てた一般財源を、その他一般財

源から公共資産等一般財源等へ振り替えた額 

資産評価替えによる変

動額 

売却可能資産計上額から有形固定資産計上額を控除し

た額等 



期末純資産残高 当該年度貸借対照表の純資産と一致 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 資金収支計算書とは 

 一会計年度における資金の増加又は減少の状況を、「経常」、「公共資産整備」、「投資・財

務」の各活動別に表示したものです。貸借対照表、行政コスト計算書については発生主義

に基づく財務諸表ですが、資金収支計算書は現金主義に基づく財務諸表です。 

 

 ●経常的収支の部 

  地方公共団体における経常的に行われる行政活動に係る資金収支を項目別に計上した

もので、収入には地方税、地方交付税など各種交付金や使用料・手数料が、支出では人

件費や物件費、各団体へ交付する補助金などがあげられます。 

 

 ●公共資産整備収支の部 

  公共資産整備に伴う支出とその整備の財源としての国・県支出金、地方債など、公共

資産整備等に伴う活動から発生する資金収支です。 

  通常、公共資産整備活動による資金収支は、マイナスになります。 

 

 ●投資・財務的収支の部 

  投資及び出資金、貸付金、基金の積立金などの支出及びその財源、地方債の償還など

投資・財務活動による資金収支です。この項目は経常的活動及び公共資産整備活動の結

果から生じた差額をどのように補ったかを表しています。 

 

 

 ※欄外に資金収支計算書に含まれていない一時借入金と基礎的財政収支（プライマリー

バランス）に関する情報を表示しています。 

  

 ○一時借入金 

  地方自治体の支払い資金の不足を臨時的に補うため、その年度内で償還する条件で借

り入れる資金です。 

 ○プライマリーバランス 

  財政の健全性を示す指標の一つで、地方債の発行額や財政調整基金の取崩額などを除

いた歳入総額から、地方債の償還額や財政調整基金積立額などを除いた歳出総額との差

をいいます。 

  プライマリーバランスがゼロ又は黒字なら、借金に頼らずに政策的経費（借金返済以

外の公共資産の整備や、人件費・物件費・社会保障給付などの行政サービスに係る費用）

の財源を確保できていると言えます。 

 

  次表は、当町の平成 21年度普通会計財務４表です。 



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 3,983,999

①生活インフラ・国土保全 7,554,128 (2) 長期未払金

②教育 5,773,622 ①物件の購入等

③福祉 634,573 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 76,761 ③その他

⑤産業振興 3,576,970 長期未払金計 81,223

⑥消防 28,798 (3) 退職手当引当金 1,180,818

⑦総務 2,085,581 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 19,730,433 固定負債合計 5,246,040

(2) 売却可能資産 2,604

公共資産合計 19,733,037 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 429,481

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 49,059

①投資及び出資金 1,665,802 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 51,602

投資及び出資金計 1,665,802 流動負債合計 530,142

(2) 貸付金 155,232

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 5,776,182

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 491,106

③土地開発基金 0 [純資産の部]

④その他定額運用基金 94,902 １　公共資産等整備国県補助金等 5,156,558

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 586,008 ２　公共資産等整備一般財源等 14,599,922

(4) 長期延滞債権 46,317

(5) 回収不能見込額 0 ３　その他一般財源等 △ 2,199,780

投資等合計 2,453,359

４　資産評価差額 0

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 17,556,700

①財政調整基金 848,263

②減債基金 31,167

③歳計現金 249,782

現金預金計 1,129,212

(2) 未収金

①地方税 15,724

②その他 1,550

③回収不能見込額 0

未収金計 17,274

流動資産合計 1,146,486

資　　産　　合　　計 23,332,882 負 債 ・ 純 資 産 合 計 23,332,882

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち3,618,936千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 12,211,471 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 4,413,480 千円 4,413,480 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 991,972 千円 130282 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 6,235,952 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 232,508 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 337,559 千円 337,559 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 10,420,138 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 1,610,438 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 193,108 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 8,616,592 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 1,791,333 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は1,280,350千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は17,438,400千円です。

1,267,919

項目
負債計上

【（翌年度償還予定）地方
債・（長期）未払金・引当

金】

注記

【契約債務・
偶発債務】

[内訳]

金額

0

3,129,390

5,534,494

△ 32,250

0

0

貸借対照表
(平成22年3月31日現在)

861,690

6,235,952

61,524

3,543,390

81,223

0

0

1,703,494

232,508

0

貸　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　方

3,118

135,735

0

87,233

5,534,494

2,405,104



行政コスト計算書
自　平成21年4月  1日

至　平成22年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 866,613 14.1% 34,881 126,736 211,980 54,651 86,947 0 291,061 60,357 0

（２）退職手当引当金繰入等 24,794 0.4% 560 3,788 8,503 2,214 3,220 0 5,995 515 0

１ （３）賞与引当金繰入額 51,602 0.8% 857 7,742 13,131 3,364 5,361 0 17,427 3,719 0

小　　計 943,009 15.4% 36,298 138,266 233,614 60,229 95,528 0 314,483 64,591 0

（１）物件費 792,019 12.9% 2,035 399,368 68,362 75,320 82,650 2,318 157,834 4,002 130

（２）維持補修費 187,664 3.1% 154,633 26,448 934 0 2,668 0 2,981 0

（３）減価償却費 886,099 14.5% 226,951 177,979 49,640 6,078 309,791 2,650 113,010

小　　計 1,865,782 30.4% 383,619 603,795 118,936 81,398 395,109 4,968 273,825 4,002 130

（１）社会保障給付 347,091 5.7% 2,183 331,648 13,260

（２）補助金等 1,053,994 17.2% 11,711 22,812 72,189 178,019 264,884 257,452 244,952 1,975 0

３ （３）他会計等への支出額 1,369,181 22.3% 238,688 0 564,382 335,016 231,095 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

475,871 7.8% 42,049 0 9,860 5,413 418,549 0 0 0

小　　計 3,246,137 53.0% 292,448 24,995 978,079 531,708 914,528 257,452 244,952 1,975 0

（１）支払利息 72,522 1.2% 72,522

（２）回収不能見込計上額 1,962 0.0% 1,962

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0

小　　計 74,484 1.2% 0 0 0 0 0 0 0 0 72,522 1,962 0

6,129,412 712,365 767,056 1,330,629 673,335 1,405,165 262,420 833,260 70,568 72,522 1,962 130

（　構　成　比　率　） 11.6% 12.5% 21.7% 11.0% 22.9% 4.3% 13.6% 1.2% 1.2% 0.0% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 105,769 4,205 3,336 72,413 358 95 0 8,002 0 0 0 17,360

２ 分担金・ 負担金・ 寄附 金 ｃ 22,886 118 1,385 6,239 2,958 0 0 12,186 0 0 0 0

128,655 4,323 4,721 78,652 3,316 95 0 20,188 0 0 0 17,360

ｄ／ａ 2.10% 0.6% 0.6% 5.9% 0.5% 0.0% 0.0% 2.4% 0.0% 0.0% 0.0%

6,000,757 708,042 762,335 1,251,977 670,019 1,405,070 262,420 813,072 70,568 72,522 1,962 130 △ 17,360（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

 



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 17,354,892 5,183,574 14,310,778 △ 2,139,460 0

純経常行政コスト △ 6,000,757 △ 6,000,757

一般財源

地方税 1,090,999 1,090,999

地方交付税 3,135,056 3,135,056

その他行政コスト充当財源 412,655 412,655

補助金等受入 1,563,308 260,701 1,302,607

臨時損益

災害復旧事業費 △ 252 △ 252

公共資産除売却損益 799 799

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 424,723 △ 424,723

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 145,062 △ 145,062

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 98,661 98,661

減価償却による財源増 △ 287,717 △ 598,382 886,099

地方債償還等に伴う財源振替 416,402 △ 416,402

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0

期末純資産残高 17,556,700 5,156,558 14,599,922 △ 2,199,780 0

純資産変動計算書
自　平成21年4月  1日

至　平成22年3月31日



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成21年度における一時借入金の借入限度額は1,000,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
　収入総額
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支

622,818
155,680

237,179

6,932,474
509,896

2,438
6,961,459

249,782

799

5,808

129,357

△ 1,219,461

0

0

89,750

0

33,000

△ 28,985

278,767

346

100,876

159,461

421,790

115,028

1,348,818

1,021

550,296

206,000

0

30,069

801,947

△ 499,116

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

1,689,592

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

823,806

1,386

1,301,063

565,878

475,871

12,785

88,906

270,896

11,349

299,255

6,001,170

72,522

952,490

1,081,006

3,135,056

997,430

104,487

資金収支計算書
自　平成21年4月  1日

至　平成22年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

187,916

4,311,578

1,020,574

676,991

347,091

1,053,994

 



財務４表からの財務分析 

（金額単位：千円） 

１ 流動比率 

 短期的な資金繰りの状況を表す比率で、１年以内で支払わなければならない負債（流動

負債）と現金などの手元の資金（流動資産）がどれだけあるかを表します。資金の安定性

を見ることができます。この値が 100％未満になると、短期的な支払いのために純資産や

長期負債が充てられていることになります。 

  流動比率（％）＝流動資産／流動負債×１００ 

 

 平成 20年度 平成 21年度 

流動資産   【A】 1,022,995 1,146,486 

流動負債   【B】   590,891   530,142 

流動比率 【A】／【B】 173.1% 216.3% 

 

２ 固定比率 

 町が持つ公共資産の整備に純資産をどれだけ充てることができたかを表しています。こ

の比率が低いということは、純資産で多くの公共資産を整備できていることになるため、

将来の世代の負担（借金）が少ないということを表しています。 

  固定比率（％）＝有形固定資産／純資産×１００ 

 

 平成 20年度 平成 21年度 

有形固定資産 【A】 19,769,784 19,730,433 

純資産    【B】 17,354,892 17,556,700 

固定比率 【A】／【B】 113.9% 112.4% 

 

３ 社会資本形成の世代間負担比率 

 津南町の公共資産が「誰の負担」によって整備されているかを表しているのが社会資本

形成の世代間負担比率です。町債（借金）と純資産に注目すると、貸借対照表では、将来

の町民が税金等で負担しなければならない部分が負債（町債）であり、これまでの世代が

既に負担した部分は純資産として表示されています。貸借対照表の右側は、どの世代が負

担するのか（したのか）という割合が示され、財政負担の世代間公平を見る尺度となりま

す。 

  ・今までの世代の負担率（％）＝純資産÷公共資産×１００ 

  ・将来世代の負担率（％）＝町債残高÷公共資産×１００ 

 



 

 

 平成 20年度 平成 21年度 

公共資産           【A】 19,769,784 19,733,037 

純資産            【B】 17,354,892 17,556,700 

町債残高           【C】  4,453,880 4,413,480 

今までの世代の負担率   【B】／【A】 87.8% 89.0% 

これからの世代の負担率  【C】／【A】 22.5% 22.4% 

 

４ 純資産構成比率 

 津南町が持つすべての資産と純資産の割合を表すものです。町債などの負債は将来支払

い（負担）が生じますが、純資産はすでに町税や補助金など将来の負担の必要のない資金

によるものですので、純資産の割合が高いほど町の財政は安定的であると言えます。 

  ・純資産構成比率（％）＝純資産／資産合計×１００ 

 

 平成 20年度 平成 21年度 

資産合計           【A】 23,233,785 23,332,882 

純資産            【B】 17,354,892 17,556,700 

純資産構成比率      【B】／【A】 74.7% 75.2% 

 

５ 歳入総額資産比率 

 この比率は、貸借対照表の資産合計が歳入合計（決算額）の何年分に該当するかを表し

たものです。この比率が高いほど社会資本の整備ができていると考えられますが、維持管

理費が多く発生し、財政的負担を強いることにもなります。 

 また、決算額対純資産比率は、これまでの世代による社会資本形成（純資産）が何年分

の収入に該当するかを表したものです。 

  ・歳入総額対資産比率（年）＝資産合計÷歳入総額×１００ 

  ・歳入総額対純資産比率（年）＝純資産÷歳入総額×１００ 

   ※歳入合計＝資金収支計算書の収入合計＋期首歳計現金残高 

 

 平成 20年度 平成 21年度 

歳入総額          【A】 5,857,864 7,211,241 

資産合計          【B】 23,233,785 23,332,882 

純資産           【C】 17,354,892 17,556,700 

歳入総額対資産比率   【B】／【A】 4.0年 3.2年 

歳入総額対純資産比率  【C】／【A】 3.0年 2.4年 



６ 受益者負担割合 

 行政コスト計算書の経常収益には、目的別に使用料・手数料、分担金・負担金・寄附金

が該当します。これは目的別の行政コストに対する「受益者負担額」を表しています。 

   ・受益者負担割合（％）＝経常収益÷経常行政コスト 

 

目的別 平成 20年度 平成 21年度 

福祉 6.6% 5.9% 

総務 6.0% 2.4% 

教育 0.7% 0.6% 

環境衛生 0.6% 0.5% 

生活インフラ・国土保全 0.5% 0.6% 

産業振興 0.1% 0.0% 

消防 0.0% 0.0% 

議会 0.0% 0.0% 

 経常行政コストから受益者負担分（経常収益）を差し引いた純経常行政コストは、主に

町税や地方交付税、国・県からの補助金などを充てています。 

 

７ 行政コスト対公共資産比率 

 公共資産を活用するために、どれだけコストをかけているかを表す指標です。この比率

が高いほど「人的サービス（ソフト）」の要素が高く、低いほど「資産によるサービス（ハ

ード）」の要素が高いといえます。 

   ・行政コスト対公共資産比率（％）＝経常行政コスト÷公共資産 

 

目的別 平成 20年度 平成 21年度 

消防 827.8% 911.2% 

環境衛生 827.6% 877.2% 

福祉 168.8% 210.0% 

総務 32.3% 40.0% 

産業振興 28.5% 39.3% 

教育 11.6% 13.3% 

生活インフラ・国土保全 8.8% 9.4% 

 「消防」、「環境衛生」はソフトによるサービスの要素が強いことが分かります。「福祉」

は保育園などの人的サービス、給付サービスなどが強い分野です。 

 一方、公共資産の割合が高い「生活インフラ・国土保全」、「教育」は資産によるサービ

スの要素が強いことが分かります。 

 



連結財務書類 

 

◆連結財務書類とは 

 連結財務書類とは、普通会計のほか、自治体を構成しているその他の特別会計や、自治

体と連携協力して行政サービスを実施している関係団体や法人を一つの行政サービス実施

主体とみなして作成する財務書類です。 

 

◆連結の範囲 

 １ 地方公共団体 

   自治体に属する、普通会計及びすべての公営事業会計が対象となります。 

 

 ２ 一部事務組合・広域連合 

 自治体が加入するすべての一部事務組合・広域連合を連結対象とします。連結の方法

は、原則として規約に基づく当該年度の経費負担割合で連結します。 

 

 ３ 第三セクター等 

  自治体の出資（出えんを含む）比率が 50％以上の法人は、すべて連結対象とします。 

  自治体の出資比率が 25％以上 50％未満の法人については、役員の派遣、財政支援等

の実態から、法人経営に実質的に主導的な立場を確保していると認められる場合には連結

対象とします。 

 

 

 

 ※当町の具体的な連結対象範囲は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



連結の範囲 

 

地方公共団体（津南町） 

 

 普通会計   ・一般会計 

 

 公営事業会計 

  公営企業会計 

        ・病院事業会計 

        ・簡易水道特別会計 

        ・下水道事業特別会計 

        ・農業集落排水事業特別会計 

  その他 

        ・国民健康保険特別会計 

        ・老人保健特別会計 

        ・後期高齢者医療特別会計 

        ・介護保険特別会計 

 

一部事務組合・広域連合 

 

        ・新潟県市町村総合事務組合 

        ・新潟県後期高齢者医療広域連合 

        ・魚沼地区障害福祉組合 

        ・十日町地域広域事務組合 

        ・津南地域衛生施設組合 

 

第三セクター 

 

        ・財団法人 津南町野菜価格安定協会 

        ・財団法人 津南町農業公社 

        ・株式会社 竜ヶ窪温泉 

 


